
市議会３月定例会で審議した議案等 
 

議案番号 件  名 概  要 提出者 審議結果 

市報第８号 市の義務に属する損害賠償

の額の決定に係る専決処分

の報告について 

令和４年１２月１４日の強風により、伊東市立北中学校付近の市

所有地内から枝が落下し、駐車していた車を損壊させたことによ

るもので、令和５年１月２４日に専決処分を行ったことの報告 

市長 
（質疑・報

告のみ） 

市報第９号 市の義務に属する損害賠償

の額の決定に係る専決処分

の報告について 

令和４年１２月１４日の強風により、伊東市営かどの球場敷地内

雑木林内の腐食していた立木が倒れ、隣接地の浄化槽のマン

ホール蓋及び蓋枠を損壊させたことによるもので、令和５年１月

２６日に専決処分を行ったことの報告 

市長 
（質疑・報

告のみ） 

市議第３５号 伊東市行政手続における特

定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用等に関

する条例の一部を改正する条

例 

令和５年度中に生活保護の医療扶助のオンラインによる資格確

認が開始されることに伴い、生活保護法の対象外である外国人

の保護世帯の個人情報を取り扱うことができるようにするととも

に、マイナンバーカード取得済者の利便性向上のため、一部の

事務処理について個人情報を取扱いできるようにするための改

正 

市長 
賛成多数

で可決 

市議第３６号 伊東市議会議員等の報酬及

び期末手当の支給並びに費

用弁償条例の一部を改正す

る条例 

伊東市特別職報酬等審議会の答申を受けて行う、議員報酬の

額を引き上げる条例改正 
市長 

賛成多数

で可決 

市議第３７号 伊東市職員等退職手当支給

条例の一部を改正する条例 

国家公務員退職手当法の運用方針等の改正による、非常勤職

員の退職手当支給対象要件の緩和を受け、国家公務員との均

衡を図るための改正 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３８号 地方公務員法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係条

例の整備に関する条例の一

部を改正する条例 

早期退職者の退職手当の割増率について、国家公務員におい

ては退職日時点の年齢と６０歳との年の差、１年につき退職手

当基本額を３％割り増すこととしているが、本市では早期退職日

時点での年齢が５９歳であった場合については割増率を２％とし

ていることから、国家公務員との均衡を図るため割増率を３％と

する条例改正 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３９号 伊東市特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法

律、その他関係法令の施行に伴う引用条項の整理のほか、民

法の懲戒権が削除されたことから、条例の懲戒権に係る規定の

削除を行う改正 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４０号 伊東市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する

条例 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する省令、その他関係法令の施行に伴い、施設に係る安全計

画の策定等の義務化、バス送迎に当たっての安全管理の徹底

に係る規定の整備など、保育事業者に対し必要な措置を講じる

ための改正 

市長 
全会一致

で可決 



議案番号 件  名 概  要 提出者 審議結果 

市議第４１号 伊東市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を

改正する条例 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する省令の施行に伴い、事業者に対し必要な措置を講じるため

の改正 
市長 

全会一致

で可決 

市議第４２号 伊東市国民健康保険条例の

一部を改正する条例 

厚生労働省が設置する社会保障審議会医療保険部会におい

て、出産育児一時金の支給額を令和５年４月から全国一律で

引き上げるべきとされたことに伴い、本市においても出産育児一

時金の支給額を引き上げるための条例改正 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４３号 伊東市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例 

地方税法施行令等の一部を改正する政令の施行に伴い、被保

険者間の負担の公平化及び低・中所得者の負担軽減のため、

賦課限度額が改められたことに伴う条例改正 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４４号 伊東市下水道条例及び伊東

市地域汚水処理施設の設置

及び管理に関する条例の一

部を改正する条例 

人口減少、節水機器の普及及び新型コロナウイルス感染症の

蔓延による有収水量の減少や燃料費などの物価高騰による維

持管理費の増加などにより現行の料金体系による下水道事業

の経営維持が厳しいことから、水道等汚水の基本料金を約３割

上げる料金改定 

市長 

撤回 

市議第４４号の撤回について 上記改定案に関し、市内経済状況の近況を踏まえ改定の時期

を見直したい旨の当局の申出を受け、撤回を承認するもの 

全会一致

で承認 

市議第４５号 伊東市営住宅の設置及び管

理に関する条例の一部を改正

する条例 

市営住宅で耐用年数を経過し、老朽化が著しく政策空家として

管理しているものについて、市営住宅としての用途を廃止する

ための条例改正 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４６号 静岡地方税滞納整理機構規

約の変更について 

静岡地方税滞納整理機構の事務所が入居している建物の建て

替えに伴い、静岡地方税滞納整理機構規約における事務所の

位置に係る規定を変更することについて、当該広域連合を組織

する地方公共団体と協議し、地方自治法の規定により議会の議

決を求めるもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４７号 令和４年度伊東市一般会計

補正予算（第８号） 

新図書館建設等大規模建設事業などにおける地方債借入によ

り増加が見込まれる公債費に備えるための減債基金積立金の

増額、国の繰越し予算の追加配当及び補正予算の成立に伴

い、市内各小・中学校の感染拡大防止対策費の追加を主な内

容として、５億２，３６５万９，０００円の増額 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４８号 令和４年度伊東市競輪事業

特別会計補正予算（第２号） 

車券の売上げが好調に推移し、見込みを上回ることから、歳入

において車券売上金を増額し、歳出において車券売上金の増

額に見合う勝者投票払戻金や、競輪施設改善基金への積立金

を追加し、８８億６，２００万円の増額 

市長 
全会一致

で可決 

市議第４９号 令和４年度伊東市国民健康

保険事業特別会計補正予算

（第２号） 

国民健康保険事業基金への積立金の増額を主な内容として４

４５万４，０００円の追加 市長 
全会一致

で可決 
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市議第５０号 令和４年度伊東市霊園事業

特別会計補正予算（第１号） 

霊園建設事業における合葬式墓地の建設事業費確定に伴う減

額を主な内容として４１０万４，０００円の減額 
市長 

全会一致

で可決 

市議第５１号 令和４年度伊東市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号） 

広域連合に対する保険料の負担金の確定に伴う減額を主な内

容として５，４２８万円の減額 市長 
全会一致

で可決 

市議第５２号 令和４年度伊東市下水道事

業会計補正予算（第１号） 

収益的収支については、令和３年度決算に伴う長期前受金戻

入などの増額及び借入利率の確定による企業債利息の減額、

資本的収支については、国庫補助事業不採択などによる企業

債、国庫補助金及び工事請負費の減額を主な内容とするもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第５３号 令和４年度伊東市水道事業

会計補正予算（第２号） 

収益的収支については、不要メーターの売却に伴う不用品売

却収益の増額及び社会情勢による動力費の増額、資本的収支

については、開発負担金の増額及び計画の見直しによる委託

料及び工事請負費の減額を主な内容とするもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第５４号 

～ 

市議第６３号 

令和５年度伊東市一般会計

予算、特別会計予算６件、企

業会計予算３件 

各会計の概要は下記をご参照ください。 

市長 

下表をご

覧くださ

い。 

市議第６４号 伊東市新型コロナウイルス感

染症に感染した被保険者等に

対する傷病手当金の支給に

関する条例を廃止する条例 

新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金における国の財政

支援が終了することに合わせ、支給対象適用開始日が５月７日

までの場合は廃止前の条例を適用する旨の経過措置を定め、

伊東市新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に対

する傷病手当金の支給に関する条例を廃止する 

市長 
賛成多数

で可決 

市選第３号 副市長選任の同意について 中村一人氏（鎌田）再任 

市長 

全会一致

で選任に

同意 

市選第４号 副市長選任の同意について 岸 弘美氏（湯川）新任 

市長 

全会一致

で選任に

同意 

市諮第３号 人権擁護委員候補者の推薦

について 

上原直枝氏（川奈）新任 

市長 

全会一致

で推薦に

同意 

発議第４号 保育士の配置基準の抜本的

な見直しを求める意見書 

内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、内

閣府特命担当大臣（少子化対策）、衆議院議長及び参議院議

長に提出 

議員 

７名※ 

全会一致

で可決 

 

※各会派代表者及び会派に所属していない議員全員 

 

 

 

 

 

 



 

◎全会一致で可決

区　分

283億円 104.2 % ◎

283億円5,000万円 119.1 % ◎

86億8,900万円 98.9 % ◎

2,590万円 45.4 % ◎

2,545万円 46.2 % ◎

91億4,600万円 103.5 % ◎

23億5,100万円 100.4 % ◎

5億5,828万円 101.3 % ◎

30億7,636万円 101.0 % ◎

26億1,753万円 95.9 % ◎

831億3,952万円 107.5 % ―

※　病院事業会計、下水道事業会計及び水道事業会計については、
　　収益的支出と資本的支出の合計額

合　　　　計

水道事業会計

当初予算額

■令和５年度　各会計予算
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競 輪 事 業
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結果

霊 園 事 業
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国 民 健 康 保 険 事 業

下水道事業会計

病院事業会計

特
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会
計

介 護 保 険 事 業

土 地 取 得


